

















援費制度時代の 2004 年 10 月時点の格差は 5.25 倍
であったが、2008 年 6 月時点で 3.67 倍まで縮小し
ていることが報告された 1）。また都道府県のホー
ムヘルプサービス人口あたりの費用額の格差は、

































*） 第 21 回日本地方財政学会（専修大学）において、本稿の報告を行った。報告の討論者をしていただいた沼尾波子教授（日本大学）
に貴重なコメントを頂いたので、ここに記して謝意を表したい。
1） 第 39 回社会保障審議会障害者部会配布資料
2） 第 43 回社会保障審議会障害者部会配布資料
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準内でも支出額の 50% を下回った 6）。厚生労働省
の「平成 15 年度支援費制度の在宅サービスの執行
について」によれば、ホームヘルプサービスにつ


































































































































































　財政力指数の t 値は 1.81 で、有意水準 10% で係
数の有意性があった。次に単身世帯の割合の t 値








回帰式  ※括弧内は t 値
　　   5.61　1.91Fj　   0.17Sj　  12.53Hj　　11.12PjlnYj=　　  ＋　　  ＋　　  ＋　　　 －　　　　　 (2.79)　(1.81)　(1.61)　  (2.65)　  (-1.38)
■R2 =0.70  標準誤差 =0.77 
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��＝ 各 市 の 財 政 力 指 数  
��＝ 各 市 の 身 体 障 害 者 手 帳 所 持 者 1 . 0 0 0 人 あ た り の 訪 問 介 護 事 業 所 数  
��＝ 各 市 の 全 世 帯 に 対 す る 単 身 世 帯 の 割 合  
��＝ 各 市 の 身 体 障 害 者 手 帳 所 持 者 全 体 の う ち 一 級 手 帳 所 持 者 の 割 合  
ε�＝ 誤 差 項  
上 記 モ デ ル で の 分 析 を 行 い 、 以 下 の 結 果 が 得 ら れ た 。  
 
基 本 統 計 量  
 
 
回 帰 式   ※ 括 弧 内 は t 値  
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財 政 力 指 数 の t 値 は 1 . 8 1 で 、有 意 水 準 1 0 %で 係 数 の 有 意 性 が あ っ た 。次 に 単 身 世
帯 の 割 合 の t 値 は 2 . 6 5 で 、 有 意 水 準 5 %で 係 数 の 有 意 性 が あ っ た 。 残 り 2 変 数 に は
有 意 性 は 認 め ら れ な か っ た 。  
 
4 . 2  結 果 の 解 釈  
 こ の 分 析 結 果 か ら 、 兵 庫 県 の 市 町 村 で は 財 政 力 と 世 帯 構 造 が ホ ー ム ヘ ル プ サ ー ビ
ス 支 給 量 に 有 意 な 影 響 を 与 え て い る と い う 推 計 結 果 が 得 ら れ た 。 す な わ ち 、 兵 庫 県
内 で は 財 政 力 が 自 治 体 間 格 差 に 影 響 を 与 え て い る 可 能 性 が あ る 。  
一 方 で 訪 問 介 護 事 業 所 の 密 度 は 有 意 性 が 認 め ら れ な か っ た 。 こ の 結 果 か ら 、 兵 庫
県 の 場 合 、 一 見 事 業 所 が 偏 在 し て い る よ う に 見 え る が 、 お お む ね 地 域 の ニ ー ズ に 見
合 っ た 事 業 所 数 に な っ て い る と 解 釈 す る こ と が で き る 。 た だ し 他 の 都 道 府 県 で も 同
2011年データ
変数名 サンプル数平均値 標準偏差 最小値 最大値
ホームヘルプサービスの月平均
支給時間(自然対数) 27 7.473 1.407 5.226 10.763
財政力指数 27 0.693 0.192 0.360 0.970
身体障害者手帳所持者1.000人
あたりの訪問介護事業所数
27 3.287 2.564 0.667 11.523
全世帯に対する単身世帯の割合 27 0.248 0.054 0.178 0.404
身体障害者手帳所持者全体のう
ち一級手帳所持者の割合
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